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１．特別研究員制度の概要について

（独）日本学術振興会の「特別研究員」制度は、優れた若手研究者に、その研究生活の初

期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題等を選びながら研究に専念する機会を

与えることにより、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確保に資

することを目的として、大学院博士課程在学者及び大学院博士課程修了者等で、優れた研

究能力を有し、大学その他の研究機関で研究に専念することを希望する者を「特別研究員」

に採用し、研究奨励金を支給する制度である。

図１）特別研究員－ＰＤ及びＤＣの申請者数、採用者数及び採用率の推移

（平成２年度～平成１６年度）

２．調査の目的について

特別研究員制度は、我が国の大学院博士課程在学者（ＤＣ）及びポストドクター（ＰＤ）に対

するフェローシップ事業として中核的な役割を担い、研究者のキャリアパスとして高く評価さ

れているところである。

DC・PDの人数増、若手研究者の流動性の向上等研究者を取り巻く近年の環境変化の中

で、特別研究員採用終了者の追跡調査を行い、フェローシップ事業の有効性等を判断する客

観的指標の一つとしている。

３．調査方法について

今回調査の対象は、採用期間終了「直後」、「１年経過後」、「５年経過後」及び「１１年経過

後」について、以下の方法により実施した。

採用期間終了「直後」については、特別研究員から提出された「特別研究員研究報告書」

に記載の「採用期間終了（又は辞退）後の状況」より就職状況を調査した。
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また、採用期間終了後「１年経過後」以降の就職状況については、「アンケート方式」により

就職状況を調査した。

４．用語・内訳について

「特別研究員－ＰＤ」

採用年度の４月時点で３４歳未満の者で、博士の学位を取得している大学院博士課

程修了者等（医学、歯学又は獣医学を終了した者は３６歳未満）

採用期間は３年間

「特別研究員－ＤＣ」

採用年度の４月時点で３４歳未満の者で、大学院博士課程在学者（医学、歯学又は

獣医学を履修する課程に在学する者は３６歳未満）

●ＤＣ１・・・採用期間は３年間

申請資格は、「区分制の博士課程後期第１年次に在学する者」、「一貫制

の博士課程第３年次に在学する者」、「後期３年の課程のみの博士課程第１

年次に在学する者」、「医学、歯学又は獣医学系の博士課程第２年次に在

学する者」

●ＤＣ２・・・採用期間は２年間

申請資格は、「区分制の博士課程後期第２年次以上に在学する者」、「一

貫制の博士課程第４年次以上の年次に在学する者」、「後期３年の課程の

みの博士課程第２年次以上の年次に在学する者」、「医学、歯学又は獣医

学系の博士課程第３年次以上の年次に在学する者」

「常勤の研究職」

国公私立大学の教授等、高等専門学校の教員、国公立研究所、研究法人、民間企

業及び外国の研究機関の研究員等の研究職であると回答があったもの

「ＰＤＦ（ポストドクトラルフェロー）」

本会の特別研究員採用期間終了後、国内外の研究機関でポスト・ドクターとして上記

「常勤の研究職」以外の職員であると回答があったもの

「非常勤の研究職」

本会の特別研究員採用期間終了後、国内の研究機関で「ＰＤＦ」以外のパートタイム

の研究職職員であると回答があったもの

「その他の非研究職等」

大学等の研究生・研修員、大学院生、教育・研究機関・民間企業等の非研究職職員

等、死亡、無職、出産育児による採用期間中断延長であると回答があったもの、又は回

答がなく不明であるもの。
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５．今回調査対象となった特別研究員の終了年度及び人数について

①平成１５年度終了者 １３７６人

平成１３年度採用のＰＤ ８１４人

平成１３年度採用のＤＣ１ ２６６人

平成１４年度採用のＤＣ２ ２９６人

②平成１４年度終了者 １５６３人

平成１２年度採用のＰＤ ７８１人

平成１２年度採用のＤＣ１ ４７１人

平成１３年度採用のＤＣ２ ３１１人

③平成１０年度終了者 １５９９人

平成８年度採用のＰＤ ６８０人

平成８年度採用のＤＣ１ ４８３人

平成９年度採用のＤＣ２ ４３６人

④平成４年度終了者 ６０２人

平成３年度採用のＰＤ ３９４人

平成３年度採用のＤＣ２ ２０８人

図２）特別研究員終了者数及び特別研究員数の推移（昭和６１年度～平成１５年度）

（ＰＤとＤＣの合計）
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６．調査結果

（１）特別研究員ｰＰＤの年度別終了者の就職状況概要

特別研究員ｰＰＤの場合、平成１５年度終了者の４３％が直ちに「①常勤の研究職」のポ

ストを得ており、「②ポストドクトラルフェロー（ＰＤＦ）」まで含めると７０％が「常勤的」に研究

職に従事している一方で、１１％が「④その他非研究職等」であった。

「①常勤の研究職」についてみると、１年経過後に５１％、５年経過後に７５％、１１年経過

後に８７％が「①常勤の研究職」のポストを得ている。

また、「③非常勤の研究職」の割合は、直後に１９％、１年経過後に８％、５年経過後に３

％、１１年経過後に１％となる。

なお、「④その他非研究職等」に該当する割合は、各年代とも概ね１０％程度で減少が

みられないが、④には「不明（無回答）」が含まれていることを留意する必要がある。

表１）平成１６年４月１日時点における終了年度別就職状況（ＰＤ）（人数と割合）

１年経過後 ５年経過後 １１年経過後直後

（平成１５年度終了者） （平成１４年度終了者） 平成１０年度終了者 （平成４年度終了者）（ ）

①常勤の研究職に就い

346人 43% 395人 51% 507人 75% 341人 87%た人数と割合

②ポスドクフェローの

219人 27% 248人 32% 36人 5% 3人 1%身分を得た人数と割合

③非常勤の研究職に就

157人 19% 60人 8% 23人 3% 3人 1%いた人数と割合

④その他非研究職等の

92人 11% 78人 10% 114人 18% 47人 12%人数と割合

注）割合は、小数点以下を四捨五入しているため、１００％にならない場合がある

図３）平成１６年４月１日時点における終了年度別の就職状況（ＰＤ）（割合）
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（２）特別研究員ｰＤＣの年度別終了者の就職状況概要

特別研究員ｰＤＣの場合、平成１５年度終了者の３３％が直ちに「①常勤の研究職」のポ

ストを得ており、「②ポストドクトラルフェロー（ＰＤＦ）」まで含めると６２％が「常勤的」に研究

職に従事している一方で、２７％が「④その他非研究職等」であった。

「①常勤の研究職」についてみると、１年経過後に４２％、５年経過後に６６％、１１年経過

後に８７％が「①常勤の研究職」のポストを得ている。

また、「③非常勤の研究職」の割合は、直後に１０％、１年経過後に５％、５年経過後に２

％、１１年経過後に１％となる。

なお、「④その他非研究職等」に該当する割合は、１年経過後に２１％、５年経過後に２２

％、１１年経過後に１２％であるが、④には「不明（無回答）」が含まれていることを留意する

必要がある。

表２）平成１６年４月１日時点における終了年度別就職状況（ＤＣ）（人数と割合）

1年経過後 5年経過後 11年経過後直後

（平成１５年度終了者） （平成１４年度終了者） （平成１０年度終了者） （平成４年度終了者）

①常勤の研究職に就

185人 33% 328人 42% 603人 66% 180人 87%いた人数と割合

②ポスドクフェローの

165人 29% 248人 32% 93人 10% 0人 0%身分を得た人数と割合

③非常勤の研究職に

59人 10% 39人 5% 21人 2% 3人 1%就いた人数と割合

④その他非研究職等

153人 27% 167人 21% 202人 22% 25人 12%の人数と割合

注）割合は、小数点以下を四捨五入しているため、１００％にならない場合がある

図４）平成１６年４月１日時点における終了年度別の就職状況（ＤＣ）（割合）
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（３）特別研究員ｰＰＤ及びＤＣの年度別終了者の就職状況概要

特別研究員ｰＰＤ及びＤＣを合算した場合、平成１５年度終了者の３９％が直ちに「①常

勤の研究職」のポストを得ており、「②ポストドクトラルフェロー（ＰＤＦ）」まで含めると６７％が

「常勤的」に研究職に従事している一方で、１８％が「④その他非研究職等」であった。

「①常勤の研究職」についてみると、１年経過後に４６％、５年経過後に６９％、１１年経過

後に８７％が「①常勤の研究職」のポストを得ている。

また、「③非常勤の研究職」の割合は、直後に１６％、１年経過後に６％、５年経過後に３

％、１１年経過後に１％となる。

なお、「④その他非研究職等」に該当する割合は、直後に１８％、１年経過後に１６％、５

年経過後に２０％、１１年経過後に１２％であるが、④には「不明（無回答）」が含まれている

ことを留意する必要がある。

〔図５〕

「①常勤の研究職」についてＰＤとＤＣを比較すると、終了直後の者、１年経過者及び５

年経過者は、１０％程度ＰＤの方が「①常勤の研究職」のポストを得る比率が高くなっている

が、１１年経過者ではＰＤ及びＤＣともに８７％となる。

表３）平成１６年４月１日時点における終了年度別の就職状況（ＤＣとＰＤの合計）（人数と割合）

１年経過後 ５年経過後 １１年経過後直後

（平成１５年度終了者） （平成１４年度終了者） 平成１０年度終了者 （平成４年度終了者）（ ）

①常勤の研究職に就い

531人 39% 723人 46% 1110人 69% 521人 87%た人数と割合

②ポスドクフェローの

384人 28% 496人 32% 129人 8% 3人 0%身分を得た人数と割合

③非常勤の研究職に就

216人 16% 99人 6% 44人 3% 6人 1%いた人数と割合

④その他非研究職等の

245人 18% 245人 16% 316人 20% 72人 12%人数と割合

注）割合は、小数点以下を四捨五入しているため、１００％にならない場合がある

図５）平成１６年４月１日時点における終了年度別の「①常勤の研究職」の割合（ＤＣとＰＤの合計）
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（４）採用期間終了「直後」における「①常勤の研究職」の割合・人数の推移

（各終了年度ごと）（ＰＤとＤＣの合計）

採用期間終了「直後」に、既に「①常勤の研究職」のポストを得ていた者の割合は、昭和

６２年度終了者の６７％を最高に平成３年度終了者までは６０％台を維持し、平成４年度終

了者から平成８年度終了者までは減少傾向にあるものの５０％台を維持していた。平成９年

度終了者が３８％となってからは、４０％を境に上下している。

平成１５年度終了者の場合、平成１４年度終了者と比較し１％減の３９％（５３１人）が「直

後」に既に「①常勤の研究職」のポストを得た。

図６）採用期間終了「直後」における「①常勤の研究職」の割合・人数の推移

（各終了年度ごと）（ＰＤとＤＣの合計）
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（５）採用期間終了「１年経過後」における「①常勤の研究職」の割合・人数の推移

（各終了年度ごと）（ＰＤとＤＣの合計）

採用期間終了「１年経過後」に、「①常勤の研究職」のポストを得ていた者の割合は、昭

和６１年度終了者の８１％を最高に以後減少し、平成６年度終了者までは７０％台を維持し

ていた。平成８年度終了者は、大幅に減少し５８％となり、平成１０年度終了者以降は、

５０％弱で推移している。

平成１４年度終了者の場合、平成１２年度終了者と比較し３％減の４６％（７２３人）が「１

年経過後」に「①常勤の研究職」のポストを得た。

図７）採用期間終了「１年経過後」における「①常勤の研究職」の割合・人数の推移

（各終了年度ごと）（ＰＤとＤＣの合計）
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（６）採用期間終了「５年経過後」における「①常勤の研究職」の割合・人数の推移

（各終了年度ごと）（ＰＤとＤＣの合計）

採用期間終了「５年経過後」に、「①常勤の研究職」のポストを得ていた者の割合は、昭

和６１年度終了者の９５％を最高に以後減少し、平成２年度終了者までは９０％台を維持し

ていた。平成４年度終了者から平成８年度終了者までは８０％台を維持していたが、平

成１０年度終了者は７０％を割り、６９％であった。

平成１０年度終了者の場合、平成８年度終了者と比較し１１％減の６９％（１，１１０人）が

「５年経過後」に「①常勤の研究職」のポストを得ており、平成１０年度終了者で初めて人数

で１，０００人を超えたものの、割合では大きく低下した。

図８）採用期間終了「５年経過後」における「①常勤の研究職」の割合・人数の推移

（各終了年度ごと）（ＰＤとＤＣの合計）
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（７）採用期間終了「直後」、「１年経過後」及び「５年経過後」における「①常勤の研究職」の

割合の推移（各終了年度ごと）（ＰＤとＤＣの合計）

〔図９〕

終了年度ごとに、採用期間終了「直後」、「１年経過後」及び「５年経過後」の「①常勤の

研究職」に占める割合の推移をみると、いずれも減少傾向である。

終了「直後」の場合、平成９年度終了者は平成８年度終了者とを比較すると１２％減と大

きく減少し、平成１０年度終了者以降は、減少傾向に歯止めがかかるものの４０％を境に上

下している。

「１年経過後」の場合、平成８年度終了者が平成６年度終了者と比較し１２％減、また平

成１０年度終了者は平成８年度終了者と比較し９％減と大きく減少し、平成１０年度終了者

以降は、５０％弱で推移している。

「５年経過後」の場合、平成１０年度終了者が平成８年度終了者と比較し１１％減と大

きく減少している。

「直後」から「１年経過後」までの「①常勤の研究職」の占める割合の増加は、昭和６１年

度終了者から平成１０年度終了者までは概ね１０％から１５％の間で推移し、平成１２年度

終了者以降は、概ね６％程度である。

また、「１年経過後」から「５年経過後」までの「①常勤の研究職」の占める割合の増加

は、昭和６１年度終了者から平成６年度終了者までは概ね１０％から１５％までの間で推移

し、平成８年度終了者で２２％の増加、平成１０年度終了者で２０％の増加となっている。

「直後」から「１年経過後」まで、及び「１年経過後」から「５年経過後」までの「①常勤の研

究職」の占める割合の増加をみると、平成６年度終了者までは両期間中の増加はほぼ同じ

割合で、概ね１０％半ばで推移しているが、平成８年度終了者以降は「直後」から「１年経

過後」までの増加が約１０％、「１年経過後」から「５年経過後」までの増加が約２０％となっ

ている。

〔図１０〕

一方で、採用期間終了「直後」及び「１年経過後」における「②ＰＤＦ」の割合が、平成６

年度以前は、「直後」で１３％程度、「１年経過後」で１０％程度であった割合が、平成６年度

以降は、「直後」及び「１年経過後」とも概ね２５～３０％の高い割合で推移している。

以上より、平成６年度終了者以降も、採用期間終了「直後」に既に「①常勤の研究職」の

ポストを得ている者が約４０％程度あり、日本学術振興会特別研究員が高く評価されている

ことが伺えるが、他方で「②ＰＤＦ」等として研究活動を継続し、その間の研究業績をもって

「①常勤の研究職」のポストを得るというキャリアパスも形成されていることが推察される。

また、採用終了後「５年経過後」で平成１０年度終了者の約７０％が「①常勤の研究職」

のポストを得ており、特別研究員制度が研究者の養成・確保に大きな役割を果たしていると

いえる。
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図９）採用期間終了「直後」、「１年経過後」及び「５年経過後」における「①常勤の研究職」の割

合の推移（各終了年度別）（ＰＤとＤＣの合計）

図１０）採用期間終了「直後」及び「１年経過後」における「②ＰＤＦ」の割合

（各終了年度別）（ＰＤとＤＣの合計）
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